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令和7年度介護保険事業者集団指導



「介護保険要介護認定・要支援認定の更新のご案内」の
廃止について

 要介護・要支援認定の更新制度の周知のため、更新勧奨通知の送付を実施していたが、
ほとんどの更新申請は、居宅介護支援事業者や施設職員等の支援により、滞りなく行
われているため。

 更新勧奨通知送付後、介護サービスを現状利用されていない方が更新申請を行う場合
があり、介護サービスを必要とする方の認定審査が遅延する一因となっているため。
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現状について

 令和７年中に廃止を予定している。

スケジュール（予定）

 要介護認定または要支援認定を持っている方へ、現在の認定有効期間が満了する６０
日前頃に、各区高齢介護課から「介護保険要介護認定・要支援認定の更新のご案内」
（更新勧奨通知）（P.3参照）を発送している。

廃止の理由

要介護認定申請に係る援助について（指定基準）

 指定基準において、要介護認定申請に係る支援を行わなければならないとされている
ため、ご協力をお願いいたします。（P.4参照）
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 「介護保険要介護認定・要支援認定の更新のご案内」（更新勧奨通知）

「介護保険要介護認定・要支援認定の更新のご案内」の
廃止について



 指定特定施設入居者生活介護の場合
○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年三月三十一日）（厚生省令第三十
七号）
（要介護認定の申請に係る援助）
第十二条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込者に
ついては、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申
込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。
２ 指定訪問介護事業者は、居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）が利用者に対して行われていな
い等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護
認定の有効期間が終了する三十日前にはなされるよう、必要な援助を行わなければならない。
（準用）
第百九十二条の十二 第十一条、第十二条、…までの規定は、指定特定施設入居者生活介護の事業について準用
する。…

 指定居宅介護支援事業者の場合
○指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成十一年三月三十一日）（厚生省令第三十八号）
（要介護認定の申請に係る援助）
第八条 指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請について、利用申込者の意思を踏まえ、
必要な協力を行わなければならない。
２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込者
については、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用
申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。
３ 指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有
効期間の満了日の三十日前には行われるよう、必要な援助を行わなければならない。
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要介護認定の申請に係る援助について（厚生省令掲載部分抜粋）

「介護保険要介護認定・要支援認定の更新のご案内」の
廃止について


